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(57)【要約】
【課題】　本願発明は、従来の粒状ベッドフィルタの不
利益点を改善し、機械的負荷下において使用することが
可能となり、十分な可撓性及び／若しくは圧縮性を有し
、圧縮成形による吸着性成形品への加工を可能にする吸
着性構造体及び吸着性成形品を提供することを課題とす
る。
【解決手段】　本願発明は、吸着剤粒子の凝集体に基づ
く吸着性構造体において、個々の凝集体が、複数の粒状
、球状吸着剤粒子を具備し、該吸着剤粒子は、個々の凝
集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバイン
ダーを介して結合されること、且つ／又は、個々の凝集
体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバインダ
ーに結合され及び／若しくは接着されるという特徴を有
することにある。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体であって、個々の凝集体が、それぞれが多様
な粒状、好ましくは球状吸着剤粒子を具備する吸着性構造体において、
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバインダーを介してお互いに
結合されること、且つ／又は、
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバインダーに結合及び／若し
くは接着されることを特徴とする吸着性構造体。
【請求項２】
　前記有機重合体が、特定の凝集体の少なくとも１つのコアを形成すること、且つ／又は
、個々の凝集体の吸着剤粒子が、有機重合体、特にバインダーの１つ以上のコアに配され
及び／若しくは埋め込まれ、前記個々の凝集体が有機重合体、特にバインダーの１つ以上
のコアを具備することを特徴とする請求項１記載の吸着性構造体。
【請求項３】
　前記有機重合体、特にバインダーのコアは、１００～２０００μｍの範囲内、特に１５
０～１５００μｍの範囲内、好ましくは２００～１０００μｍの範囲内の大きさを有する
こと、且つ／又は、個々の吸着剤粒子に対する有機重合体、特にバインダーのコアのサイ
ズ比は、少なくとも１：１、特に少なくとも１．２５：１、好ましくは少なくとも１．５
：１、より好ましくは少なくとも２：１、最も好ましくは少なくとも３：１であることを
特徴とする請求項２記載の吸着性構造体。
【請求項４】
　個々の凝集体が、それぞれ少なくとも５個の吸着剤粒子、特に少なくとも１０個の吸着
剤粒子、好ましくは少なくとも１５個の吸着剤粒子、より好ましくは少なくとも２０個の
吸着剤粒子を具備すること、且つ／又は、個々の凝集体が、それぞれ５０個までの吸着剤
粒子、特に７５個までの吸着剤粒子、好ましくは１００個まで若しくはそれ以上の吸着剤
粒子を具備することを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項５】
　個々の凝集体が、少なくとも２：１、特に少なくとも３：１、好ましくは少なくとも５
：１、より好ましくは少なくとも７：１、最も好ましくは少なくとも８：１の凝集体毎の
有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比を有すること、且つ／又は、個々の凝集体が、２
：１～３０：１の範囲内、特に３：１～２０：１の範囲内、好ましくは４：１～１５：１
の範囲内、より好ましくは５：１～１０：１の範囲内の凝集体毎の有機重合体に対する吸
着剤粒子の重量比を有することを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載の吸着性
構造体。
【請求項６】
　個々の凝集体が、自己支持形態であることを特徴とする請求項１～５のいずれか１つに
記載の吸着性構造体。
【請求項７】
　前記個々の凝集体が、粒子形状をしており、０．０１～２０ｍｍの範囲内、特に０．０
５～１５ｍｍの範囲内、好ましくは０．１～１０ｍｍの範囲内、より好ましくは０．２～
７．５ｍｍの範囲内、最も好ましくは０．５～５ｍｍの範囲内の粒子サイズ、特に粒子直
径を有することを特徴とする請求項１～６のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項８】
　個々の凝集体が、ラズベリー若しくはブラックベリー状の構造を有することを特徴とす
る請求項１～７のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項９】
　前記有機重合体が熱可塑性形態であること、且つ／又は、前記有機重合体が熱粘着形態
であること、且つ／又は、前記有機重合体が、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル
、ポリエーテルエステル及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及び共重合体の
群から選択されたポリマーであることを特徴とする請求項１～８のいずれか１つに記載の
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吸着性構造体。
【請求項１０】
　前記有機重合体が、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル、ポリエーテルエステル
及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及び共重合体の群から選択されたポリマ
ーに基づく熱可塑性バインダー、特に熱可塑性熱溶融性接着剤であることを特徴とする請
求項１～９のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１１】
　前記有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着剤が、２５℃、大気圧で固
体であること、且つ／又は、前記有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着
剤が、１００℃以上、特に１１０℃以上、好ましくは１２０℃以上の溶融若しくは軟化温
度範囲を有すること、且つ／又は、前記有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融
性接着剤が、少なくとも１００℃、特に少なくとも１２５℃、好ましくは少なくとも１５
０℃の熱的安定温度を有することを特徴とする請求項１～１０のいずれか１つに記載の吸
着性構造体。
【請求項１２】
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、それらの表面積の最大５０％、特に最大４０％、好まし
くは最大３０％、より好ましくは２０％まで有機重合体で覆われているかコートされてい
ることを特徴とする請求項１～１１のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１３】
　前記吸着剤粒子が、多孔性構造を有すること、且つ／又は、吸着剤粒子が粒状、特に球
状形状をしていることを特徴とする請求項１～１２のいずれか１つに記載の吸着性構造体
。
【請求項１４】
　前記吸着剤粒子が、０．００１～３ｍｍの範囲内、特に０．００５～２．５ｍｍ、好ま
しくは０．０１～２ｍｍの範囲内、より好ましくは０．０２～１．５ｍｍの範囲内、最も
好ましくは０．０５～１ｍｍの範囲内の粒子サイズ、特に粒子径を有することを特徴とす
る請求項１～１３のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１５】
　前記吸着剤粒子が、０．０１～２ｍｍの範囲内、特に０．０５～１．５ｍｍの範囲内、
好ましくは０．１～１ｍｍの範囲内のメジアン粒子サイズ、特にメジアン粒子径（Ｄ５０
）を有することを特徴とする請求項１～１４のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１６】
　前記吸着剤粒子が、活性炭；ゼオライト；無機酸化物、特に二酸化珪素、シリカゲル及
び酸化アルミニウム；分子篩；ミネラル粒子；クラスレート；有機金属骨格物質（ＭＯＦ
ｓ）及びそれらの混合物の群から選択される材料、特に活性炭からなること、且つ／又は
、前記吸着剤粒子が、粒状、特に球状活性炭から形成されることを特徴とする請求項１～
１５のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１７】
　前記吸着剤粒子が、少なくとも５００ｍ２／ｇ、特に少なくとも７５０ｍ２／ｇ、好ま
しくは少なくとも１０００ｍ２／ｇ、より好ましくは１２００ｍ２／ｇの所定の表面積（
ＢＥＴ表面積）を有すること、且つ／又は、前記吸着剤粒子が、５００～４０００ｍ２／
ｇの範囲内、特に７５０～３０００ｍ２／ｇの範囲内、好ましくは９００～２５００ｍ２

／ｇの範囲内、より好ましくは９５０～２０００ｍ２／ｇの範囲内の所定の表面積（ＢＥ
Ｔ表面積）を有することを特徴とする請求項１～１６のいずれか１つに記載の吸着性構造
体。
【請求項１８】
　前記吸着剤粒子、特に活性炭粒子、好ましくは活性炭粒又は活性炭小球が、粒子当たり
少なくとも５Ｎの破裂圧力、特に５Ｎ～５０Ｎの範囲内の破裂圧力を有することを特徴と
する請求項１～１７のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項１９】
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　前記吸着剤粒子が、少なくとも２５０ｃｍ３／ｇ、特に少なくとも３００ｃｍ３／ｇ、
好ましくは少なくとも３５０ｃｍ３／ｇ、より好ましくは少なくとも４００ｃｍ３／ｇの
吸着容量Vadsを有すること、且つ／又は、吸着剤粒子は、２５０～３０００ｃｍ３／ｇの
範囲内、特に３００～２０００ｃｍ３／ｇの範囲内、好ましくは３５０～２５００ｃｍ３

／ｇの範囲内の吸着容量Vadsを有することを特徴とする請求項１～１８のいずれか１つに
記載の吸着性構造体。
【請求項２０】
　前記吸着剤粒子が、少なくとも０．５０ｃｍ３／ｇ、特に少なくとも０．５５ｃｍ３／
ｇ、好ましくは少なくとも０．６０ｃｍ３／ｇ、より好ましくは少なくとも０．７０ｃｍ
３／ｇのグールヴィッチ合計細孔量を有すること、且つ／又は、前記吸着剤粒子が、０．
５０～２．０ｃｍ３／ｇの範囲内、特に０．５５～１．５ｃｍ３／ｇの範囲内、好ましく
は０．６０～１．２ｃｍ３／ｇの範囲内、より好ましくは０．６５～１．０ｃｍ３／ｇの
範囲内のグールヴィッチ合計細孔量を有することを特徴とするいずれか１つに記載の吸着
性構造体。
【請求項２１】
　前記吸着剤粒子が、１０％～８０％の範囲内、特に２０％～７５％の範囲内、好ましく
は２５％～７０％の範囲内の合計空隙率を有することを特徴とする請求項１～２０のいず
れか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項２２】
　前記吸着剤粒子が、０．０１～４．０ｃｍ３／ｇの範囲内、特に０．１～３．０ｃｍ３

／ｇの範囲内、好ましくは０．２～２．０ｃｍ３／ｇの範囲内の所定の合計細孔量を有し
、７５オングストローム以下の細孔直径を有する細孔の割合が、少なくとも６５％、特に
少なくとも７０％、好ましくは少なくとも７５％であることを特徴とする請求項１～２２
のいずれか１つの吸着性構造体。
【請求項２３】
　前記凝集体が、特に圧縮成形を介して、成形品に加工されることを特徴とする請求項１
～２２のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項２４】
　前記吸着性構造体、特にルースベッドの形の吸着性構造体、又は成形品の形の吸着性構
造体が、０．２ｍ／ｓの流速で、最大２００Ｐａ／ｃｍ、特に最大１５０Ｐａ／ｃｍ、好
ましくは最大１００Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、さらに好ましくは
最大７０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは最大５０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有す
ること、且つ／又は、ルースベッドの形、特に成形品の形の吸着性構造体が、０．２ｍ／
ｓの流速で、５～２００Ｐａ／ｃｍの範囲内、特に５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ま
しくは５～１００Ｐａ／ｃｍの範囲内、より好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内
、最も好ましくは１０～８０Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有することを
特徴とする請求項１～２３のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項２５】
　請求項１～２４のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を製
造する方法において、
　（ａ）　最初に、粒状、特に球状吸着剤粒子と、熱可塑性有機重合体、特にバインダー
の粒子とを接触させて混合すること、
　（ｂ）　結果として生じる混合物が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度以上の温
度まで加熱されること、
　（ｃ）　結果として生じる生成品が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度より低い
温度まで冷却されることを特徴とする方法。
【請求項２６】
　前記（ｂ）段階が、所定の時間、特に少なくとも１分間、特に少なくとも５分間、好ま
しくは少なくとも１０分間、到達した温度を維持することを具備すること、且つ／又は、
到達した温度が、１～６００分間の範囲内、特に５～３００分間の範囲内、好ましくは１
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０～１５０分間の範囲内の時間、維持されることを特徴とする請求項２５記載の方法。
【請求項２７】
　前記（ｂ）段階の実施の間、特に上述した加熱及び／若しくは維持制御の過程において
、混合を介してエネルギー入力が実行され、このエネルギー入力が、結果として生じる凝
集体サイズを制御するために使用されることを特徴とする請求項２５又は２６に記載の方
法。
【請求項２８】
　該方法が、加熱回転チューブ、回転チューブ炉において実行され、該回転チューブの回
転速度が、エネルギー入力を制御し、これによって結果として生じる凝集体のサイズを制
御することを特徴とする請求項２５～２７のいずれか１つに記載の方法。
【請求項２９】
　前記（ｃ）段階において生じる凝集体は、それに続く（ｄ）段階において、吸着性成形
品に、特に圧縮成形よって加工され、該成形品への加工は、前記有機重合体の溶融若しく
は軟化温度以下の温度まで加熱することによって達成されることを特徴とする請求項２５
～２８のいずれか１つに記載の方法。
【請求項３０】
　前記熱可塑性有機重合体、特にバインダーが、粒子の形で、特に粒子状若しくは小球状
粒子の形で、好ましくは室温及び大気圧で固体粒子の形で使用され、前記有機重合体が、
１００～２０００μｍの範囲内、特に１５０～１５００μｍの範囲内、好ましくは２００
～１０００μｍの範囲内の粒子サイズで使用されること、且つ／又は、前記吸着剤粒子に
対する有機重合体のサイズ比が、１：１以上、特には、１．２５：１以上、好ましくは１
．５：１以上、より好ましくは２：１以上、最も好ましくは３：１以上で選択されること
を特徴とする請求項２５～２９のいずれか１つに記載の方法。
【請求項３１】
　有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比が、少なくとも２：１、特に少なくとも３：１
、好ましくは５：１、より好ましくは７：１、最も好ましくは８：１であること、且つ／
又は、有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比が、２：１～３０：１の範囲内、特に３：
１～２０：１の範囲内、好ましくは４：１～１５：１の範囲内、より好ましくは５：１～
１０：１の範囲内で変化することを特徴とする請求項２５～３０のいずれか１つに記載の
方法。
【請求項３２】
　前記有機重合体が、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル、ポリエーテルエステル
及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及び共重合体の群から選択された重合体
に基づく熱可塑性バインダー、特に熱可塑性熱溶融性接着剤であることを特徴とする請求
項２５～３１のいずれか１つに記載の方法。
【請求項３３】
　請求項１～２４の特徴部分の１つ以上の特長によって特徴づけられる請求項２５～３２
のいずれか１つに記載の方法。
【請求項３４】
　気体若しくは空気流から、又は、液体、特に水から、有毒成分、有害成分及び臭気成分
を吸着するために請求項１～２４のいずれか１つに記載された吸着剤粒子の凝集体に基づ
く吸着性構造体を使用すること。
【請求項３５】
　気体、気体流若しくは気体混合物、特に空気、又は、液体、特に水を洗浄若しくは浄化
するために請求項１～２４のいずれか１つに記載された吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着
性構造体を使用すること。
【請求項３６】
　吸着性フィルタにおけて及び／若しくはフィルタ、特に吸着性フィルタの製造において
、請求項１～２４のいずれか１つに記載された吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体
を使用すること。
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【請求項３７】
　気体、特に水素を吸着貯蔵するものとして、請求項１～２４のいずれか１つに記載され
た吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を使用すること。
【請求項３８】
　圧縮成形によって、吸着性成形品の製造において、請求項１～２４のいずれか１つに記
載された吸着性粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を使用すること。
【請求項３９】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体が、ルースベッドにおいて使用されることを
特徴とする請求項３４～３８のいずれか１つに記載の使用。
【請求項４０】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体が、圧縮成形を介して製造された成形品の形
で使用されることを特徴とする請求項３４～３８のいずれか１つに記載の使用。
【請求項４１】
　ルースベッドの形で請求項１～２４のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づ
く吸着性構造を具備するフィルタであって、該フィルタが流速０．２ｍ／ｓで、最大２０
０Ｐａ／ｃｍ、特に５～２００Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有することを特徴と
するフィルタ。
【請求項４２】
　該フィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、最大１５０Ｐａ／ｃｍ、特に最大１００Ｐａ／ｃ
ｍ、好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは７０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは５
０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有すること、且つ／又は、該フィルタは、流速０
．２ｍ／ｓで、５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、特に５～１００Ｐａ／ｃｍの範囲内、好
ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、より好ましくは１０～８０Ｐａ／ｃｍの範囲
内の長さベースの圧力降下を有することを特徴とする請求項４１記載のフィルタ。
【請求項４３】
　請求項１～２４のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく多様な吸着性構造
体から構成される吸着性成形品。
【請求項４４】
　請求項１～２４のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体が、
圧縮成形されることを特徴とする請求項４３記載の吸着性成形品を製造する方法。
【請求項４５】
　請求項４３記載の吸着性成形品を具備することを特徴とするフィルタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願発明は、吸着性フィルタ技術の分野に関する。
【０００２】
　本願発明は、特に、吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体に関し、且つそれらの製
造のための方法に関し、さらにそれらの使用に関する。
【０００３】
　さらに、本願発明は、本願発明の吸着性構造体から取得される吸着性成形品に関し、そ
れらの製造方法に関し、さらにそれらの使用に関する。
【０００４】
　さらにまた、本願発明は、本願発明の吸着性構造体又は本願発明の吸着性成形品を具備
するフィルタに関する。
【背景技術】
【０００５】
　具体的には空気のような流体媒体、特に気体、気体流又は混合気体、又は、例えば水の
ような液体を清浄又は浄化するために、特定の活性を有する粒子に基づく粒子状系（例え
ば、吸着剤、イオン交換体、触媒等）がよく使用される。例えば、有毒又は有害物質及び
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臭気成分を気体若しくは空気流又は液体から除去するための吸着剤粒子の使用は、従来技
術から公知である。
【０００６】
　上述した粒子のルースベッドの使用、特にルース粒状ベッドフィルタの形での使用が、
その中心形状であり、これによって、例えば吸着剤粒子のような関連した粒子が、関連し
た気体又は液体に接触するものである。
【０００７】
　例えば吸着剤粒子のような小さい粒子が、より大きい粒子よりもより大きい表面積を提
供するので、効率は、比較的に小さい粒子でより良いことは意外なことではない。しかし
ながら、ルースベッドの小さい粒子は、高い圧力降下を生じ、さらに、所定の破過（漏出
）リスクを伴う流通路の形成を助長する。そのため、ルースベッドに使用される粒子径は
、単に妥協によるものであり、特定の応用について最適化された粒子径が使用されないこ
とを意味している。特に、経済的な作業状態、特に受容可能な圧力降下を達成するために
必要とされるものは、より大きな粒子（例えば、吸着剤粒子）が、吸着効率の最適な利用
に要望されるように使用されるようになることを意味しているので、理論上最適な能力の
相当部分が使用されることがないことが多い。
【０００８】
　特許文献１（ＤＥ　３８　１３　５６４　Ａ１）及びその特許ファミリーであるＥＰ　
０　３３８　５５１　Ａ２は、粒状、特に０．１～１ｍｍの直径を有する球状活性炭粒子
の層が固定される高い空気透過性の実質的に形状安定三次元支持骨格体を具備し、その支
持骨格体が、ワイヤー、モノフィラメント又は支柱から形成される編み上げ構造であり、
又は、大型孔網状ポリウレタンフォームであるガスマスクのための活性炭フィルタ層を開
示する。そこに記載されたシステムの不利益点は、それが、相対的に高価で不便な作業に
おいて粒子を与える付加的な支持材料を要求するという事実である。さらに、支持骨格体
の特定の選択は、対応する使用を制限する。
【０００９】
　特許文献２（ＤＥ　４２　３９　５２０　Ａ１）は、吸着剤粒子が接着材料を介して固
定される三次元支持骨格体を具備する高性能フィルタを開示し、前記支持骨格体が、該骨
格体に基づいて約２０～５００％の量である熱安定性及び高い加水分解抵抗性プラスチッ
クで覆われているものである。特に、支持骨格体は、シリコン樹脂、ポリプロピレン、加
水分解抵抗性ポリウレタン、アクリレート、合成ゴム又はフッ素重合体で覆われた大型孔
網状ポリウレタンフォームを具備するものである。これらの構造の製造工程は、相対的に
高価で不便である。さらに、そこに記載された技術は、付加的な支持構造の存在を要求す
る。
【００１０】
　特許文献３（ＤＥ　４３　４３　３５８　Ａ１）は、多孔性二酸化珪素マトリクスと協
働する基礎活性炭から形成されるプレート及び凝集体からなる活性炭を具備する多孔性物
質を開示する。特にそこに記載されているものは、吸着特性を有する多孔性プレート又は
物質であり、活性炭粒若しくは活性炭小球、且つ／又は、活性炭を具備する粒子若しくは
小球が、珪酸塩溶液によってお互いに接着され、それに続いて珪酸塩架橋が、シリカゲル
架橋に変換され、前記物質が乾燥されるものである。これについての不利益点は、これら
の多孔性物質の固定された幾何学的配列であり、可撓性及び圧縮性の欠如であり、機械的
負荷の下での濾過状態でそれらを不適切にすることである。さらなる不利益点は、活性炭
からなる粒子が、珪酸塩溶液で完全に湿潤状態になるので、これらの粒子の能力の大部分
が吸着工程について全く適していないことである。
【００１１】
　特許文献４（ＤＥ　４３　３１　５８６　Ｃ２）は、０．１～５ｍｍの間の直径を有す
る活性炭粒子が、微圧及び加熱によって略等しい大きさのピッチ粒子の周りに配置され接
着され、その後ピッチ粒子が、参加によって不溶解性にされ、活性炭に変換されるので、
凝集体の粒子間の自由隙間は、粒子サイズの少なくとも１０容量％に達する幅を有する活
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性炭凝集体を開示する。これに記載される粒子の不利益点は、相対的に高価で、高いエネ
ルギー製造方法であり、また得られた凝集体の非圧縮性である。活性炭凝集体の剛性によ
って、機械的負荷下でフィルタへの応用には、使用することができない。また、非圧縮性
は、圧縮成形による成形品への加工が不可能であることを意味する。
【００１２】
　同様のものが、特許文献５（ＤＥ　４２　３８　１４２　Ａ１）による吸着性特性を有
する多孔性物質に適用されるもので、この物質は、無機材料、特に陶土の架橋を介して相
互接続される吸着剤粒子を具備するもので、その吸着剤粒子の間の空きスペースは、吸着
粒子の容積の１０～１００％を具備するものである。さらにそこに記載される多孔性物質
は、少しの可撓性及び圧縮可能性を有するので、機械的負荷下での使用及び圧縮成形によ
る成形品への加工を排除する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】ＤＥ　３８　１３　５６４　Ａ１
【特許文献２】ＤＥ　４２　３９　５２０　Ａ１
【特許文献３】ＤＥ　４３　４３　３５８　Ａ１
【特許文献４】ＤＥ　４３　３１　５８６　Ｃ２
【特許文献５】ＤＥ　４２　３８　１４２　Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　そのため、本願発明が取り組む課題は、従来技術の上述した不利益点を少なくとも回避
するか少なくとも改善する吸着性構造体及び吸着性成形品を提供することである。
【００１５】
　本願発明が取り組む課題は、独立した粒子に基づく従来の粒状ベッドフィルタの不利益
点を回避するか、少なくとも改善し、機械的負荷下において使用することが可能となり、
十分な可撓性及び／若しくは圧縮性を有するので、特に圧縮成形による吸着性成形品への
加工を可能にする吸着性構造体及び吸着性成形品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上述した課題は、請求項１において提案されたものによって解決される。それは、吸着
剤粒子の凝集体に基づく本願発明の吸着性構造体に関するものであり、さらに、本願発明
のこの様相の利益的な発展及び具体化が、特に従属請求項の主題である。
【００１７】
　さらに、本願発明は、請求項２５に定義されるように、本願発明に係るこれら吸着性構
造体を製造する方法を提供することにある。さらに、本願発明のこの様相の利益的な発展
及び具体化が、特に従属する方法の請求項の主題である。
【００１８】
　さらにまた、本願発明は、請求項３４～４０に定義されるように、本願発明に係る吸着
性構造体の本願発明の使用を提供することにある。
【００１９】
　また、本願発明は、請求項４１によるフィルタを提供するものであり、該フィルタは、
本願発明の吸着性構造体を具備するものであり、さらに、本願発明によるフィルタの利益
的な発展及び具体化は、その従属請求項の主題である。
【００２０】
　同様に、本願発明は、吸着性成形品に関し、これら吸着性成形品の製造方法に関し、さ
らに、これら吸着性成形品を具備するフィルタに関する。
【００２１】
　本願発明の１つの様相に関する以下に示されるような具体化例、実施態様、利点等は、
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説明の重複を避けるために、明らかに本願発明の他の様相にそのまま適用することができ
ることは容易に理解できる。
【００２２】
　値、数値及び範囲の引用に関して下記に引用される範囲は、制限するものとして見なす
ものではなく、その技術分野における通常の知識を有する者は、引用された範囲及び特色
から離れた特別な場合又は特別な使用が、本願発明のハンを逸脱することなしに可能であ
ることを容易に理解することができるものである。
【００２３】
　それを明確にするために、本願発明は、特に下記のように記載されるものである。
【００２４】
　本願発明の第１の様相によれば、本願発明は、吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造
体において、個々の凝集体が、複数の粒状、球状吸着剤粒子を具備し、該吸着剤粒子は、
　・　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバインダーを介して結合
されること、且つ／又は、
　・　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体、特にバインダーに結合され及
び／若しくは接着されること
　を特徴とする吸着性構造体を提供するものである。
【００２５】
　本願発明の範囲内において使用されるような「凝集体」という言葉は、大変広い意味を
有するように理解され、特に多かれ少なかれ強固な集合体を形成するために、予め遊離さ
れた成分（例えば、個々の吸着剤粒子＝基礎粒子）の多かれ少なかれ強化され／結合され
た貯蔵を示すものである。本願発明の範囲内の「凝集体」という言葉は、本願発明の場合
は、有機重合体によってお互いに結合される個々の吸着剤粒子のいわゆる技術的に製造さ
れた集塊／蓄積を示すものである。
【００２６】
　「複数の吸着剤粒子」という言葉は、本願発明の範囲内において、少なくとも２つ、好
ましくは２つ以上の吸着剤粒子を意味するものとして、理解されるべきである。
【００２７】
　また、本願発明の吸着性構造体における有機重合体は、粒子状凝集体の少なくとも１つ
のコアを形成する。
【００２８】
　個々の凝集体の吸着剤粒子は、有機重合体、特にバインダーの１つ以上のコアに配置及
び／若しくは取り込まれるものである。個々の凝集体は、それぞれ有機重合体、特にバイ
ンダーの１つ以上のコアを具備することが望ましいものである。
【００２９】
　有機重合体、特にバインダーのコアの大きさは広い範囲で変化可能である。
【００３０】
　本願発明に係る吸着性構造における有機重合体、特にバインダーのコアは、１００～２
０００μｍ、特に１５０～１５００μｍ、好ましくは２００～１０００μｍの大きさであ
る。
【００３１】
　個々の吸着剤粒子に対する有機重合体、特にバインダーのコアのサイズ比は、少なくと
も１：１、特に少なくとも１．２５：１、好ましくは少なくとも１．５：１、より好まし
くは少なくとも２：１、最も好ましくは少なくとも３：１であることが望ましい。
【００３２】
　良好な吸着効率、特に吸着動力学及び吸着の能力を確保するために、個々の凝集体は、
少なくとも５個の吸着剤粒子、特に少なくとも１０個の吸着剤粒子、好ましくは少なくと
も１５個の吸着剤粒子、最も好ましくは少なくとも２０個の吸着剤粒子を含むことが望ま
しい。さらに、個々の凝集体は、５０個までの吸着剤粒子、特に７５個までの吸着剤粒子
、好ましくは１００個までの吸着剤粒子、又はそれ以上の吸着剤粒子を具備することが望
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ましい。
【００３３】
　個々の凝集体における有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比は、広い範囲で変化する
ことができる。個々の凝集体は、少なくとも２：１、特に少なくとも３：１、好ましくは
少なくとも５：１、より好ましくは７：１、最も好ましくは少なくとも８：１の凝集体毎
の有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比を有する。個々の凝集体は、２：１～３０：１
の範囲内、特に３：１～２０：１の範囲内、好ましくは４：１～１５：１の範囲内、より
好ましくは５：１～１０：１の範囲内の凝集体毎の有機重合体に対する吸着剤粒子の重量
比を有する。上述した下限値は、吸着剤粒子の十分な数又は量が、十分な吸着効率を海保
するために存在する必要があるという事実によって説明され、さらに上述した上限値は、
安定した集合体又は凝集体を確保するために、有機重合体の十分な量が必要であることに
よって説明される。
【００３４】
　また、本願発明の吸着性構造の個々の凝集体は、自己支持の形であることが望ましい。
これは、付加的な支持体が要求されないという利点を有する。
【００３５】
　さらに、本願発明の吸着性構造の個々の凝集体は、粒子の形であることが望ましい。個
々の凝集体の粒子サイズは、広い範囲で変化することができる。特に、本願発明の吸着性
構造の個々の凝集体は、０．０１～２０ｍｍの範囲内、特に０．０５～１５ｍｍの範囲内
、好ましくは０．１～１０ｍｍの範囲内、より好ましくは０．２～７．５ｍｍの範囲内、
最も好ましくは０．５～５ｍｍの範囲内の粒子サイズ、特に粒子直径を有することが望ま
しい。上述した粒子サイズの粒子は、絶対粒子サイズである。
【００３６】
　さらにまた、本願発明の吸着性構造体の個々の凝集体は、ラズベリー又はブラックベリ
ー構造を有する。個々の外側の吸着剤粒子は、有機重合体の１つ以上の内部コアの周りに
配置されるものである。
【００３７】
　使用される有機重合体は、熱可塑性の形であることが望ましい。さらに、有機重合体は
、熱粘着性の形であることが望ましい。前記有機重合体は、ポリエステル、ポリアミド、
ポリエーテル、ポリエーテルエステル及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及
び共重合体の群からなる重合体から選択されるものである。
【００３８】
　有機重合体は、好ましくはポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル、ポリエーテルエ
ステル及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及び共重合体の群からなる重合体
に基づく熱可塑性バインダー、特に熱可塑性接着剤を具備することが望ましい。
【００３９】
　有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着剤は、２５℃及び大気圧で固体
であることが望ましい。
【００４０】
　有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着剤は、１００℃以上、好ましく
は１１０℃以上、好ましくは１２０℃以上の溶融又は軟化範囲を有することが望ましい。
有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着剤は、少なくとも１００℃、特に
少なくとも１２５℃、好ましくは少なくとも１５０℃の熱安定性温度を有することが望ま
しい。
【００４１】
　良好な吸着効率、吸着性動力学及び／若しくは吸着能力を確保するために、個々の凝集
体の吸着剤粒子が、それらの表面の最大５０％、特に最大４０％、好ましくは最大３０％
、より好ましくは最大２０％までカバーされ且つ／又はコートされることが望ましい。し
かしながら、表面の所定のレベルの被覆率は、有機重合体への吸着剤粒子の良好な接着を
確保するために要求される。
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【００４２】
　吸着剤粒子は、多孔性構造を有することが望ましい。上述した吸着剤粒子は、粒子状、
特に球状の形であることが望ましい。これは、吸着のための大変高い表面積を提供し、良
好な機械的負荷耐性及び良好な可撓性／付着性を確保するものである。
【００４３】
　吸着剤粒子の粒子サイズも、同様に広い範囲で変化できるものである。前記吸着剤粒子
は、０．００１～３ｍｍの範囲内、特に０．００５～２．５ｍｍの範囲内、好ましくは０
．０１～２ｍｍの範囲内、より好ましくは０．０２～１．５ｍｍの範囲内、最も好ましく
は０．０５～１ｍｍの範囲内の絶対粒子サイズ、特に絶対粒子直径を有することが望まし
い。
【００４４】
　吸着剤粒子のメジアン粒子サイズも同様に、広い範囲で変化可能である。前記吸着剤粒
子は、０．０１～２ｍｍの範囲内、特に０．０５～１．５ｍｍの範囲内、好ましくは０．
１～１ｍｍの範囲内のメジアン粒子サイズ、特にメジアン粒子直径（Ｄ５０）を有するこ
とが望ましい。
【００４５】
　前記吸着剤粒子は、活性炭；ゼオライト；無機酸化物、特に二酸化珪素、シリカゲル及
び酸化アルミニウム；分子篩；ミネラル粒子；クラスレート；有機金属骨格物質（ＭＯＦ
ｓ）及びそれらの混合物の群から選択される材料からなることが望ましい。特に活性炭が
望ましい。
【００４６】
　本願発明の好ましい例において、前記吸着剤粒子は、粒状、特に球状活性炭から形成さ
れることが望ましい。
【００４７】
　良好な吸着性効率を確保するために、本願発明の吸着剤粒子は、少なくとも５００ｍ２

／ｇ、特に少なくとも７５０ｍ２／ｇ、好ましくは少なくとも１０００ｍ２／ｇ、より好
ましくは１２００ｍ２／ｇの所定の表面積（ＢＥＴ表面積）を有することが望ましい。特
に、前記吸着剤粒子は、５００～４０００ｍ２／ｇの範囲内、特に７５０～３０００ｍ２

／ｇの範囲内、好ましくは９００～２５００ｍ２／ｇの範囲内、より好ましくは９５０～
２０００ｍ２／ｇの範囲内の所定の表面積（ＢＥＴ表面積）を有することが望ましい。
【００４８】
　本願発明によって使用される吸着剤粒子は、良好な機械的な負荷耐性を有するものであ
る。前記吸着剤粒子、特に活性炭粒子、好ましくは活性炭粒又は活性炭小球は、粒子当た
り少なくとも５Ｎの破裂圧力、特に５Ｎ～５０Ｎの範囲内の破裂圧力を有することが望ま
しい。
【００４９】
　良好な吸着効率を確保するために、使用される吸着剤粒子は、高い吸着容量、高いグー
ルヴィッチ合計細孔量、高い合計空隙率及び高い所定の合計細孔量を有することが望まし
い。
【００５０】
　本願発明によって使用される吸着剤粒子は、少なくとも２５０ｃｍ３／ｇ、特に少なく
とも３００ｃｍ３／ｇ、好ましくは少なくとも３５０ｃｍ３／ｇ、より好ましくは少なく
とも４００ｃｍ３／ｇの吸着容量Vadsを有することが望ましい。さらに、本願発明によっ
て使用される吸着剤粒子は、２５０～３０００ｃｍ３／ｇの範囲内、特に３００～２００
０ｃｍ３／ｇの範囲内、好ましくは３５０～２５００ｃｍ３／ｇの範囲内の吸着容量Vads
を有することが望ましい。
【００５１】
　さらに、本願発明によって使用される吸着剤粒子は、少なくとも０．５０ｃｍ３／ｇ、
特に少なくとも０．５５ｃｍ３／ｇ、好ましくは少なくとも０．６０ｃｍ３／ｇ、より好
ましくは少なくとも０．７０ｃｍ３／ｇのグールヴィッチ合計細孔量を有することがのぞ
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ましい。また、本願発明によって使用される吸着剤粒子は、０．５０～２．０ｃｍ３／ｇ
の範囲内、特に０．５５～１．５ｃｍ３／ｇの範囲内、好ましくは０．６０～１．２ｃｍ
３／ｇの範囲内、より好ましくは０．６５～１．０ｃｍ３／ｇの範囲内のグールヴィッチ
合計細孔量を有することが望ましい。
【００５２】
　本願発明によって使用される前記吸着剤粒子は、さらに高い合計空隙率を有することが
望ましい。前記吸着剤粒子は、１０％～８０％の範囲内、特に２０％～７５％の範囲内、
好ましくは２５％～７０％の範囲内の合計空隙率を有することが望ましい。
【００５３】
　さらに、本願発明によって使用される吸着剤粒子は、高い所定の合計細孔量を有するも
のである。前記吸着剤粒子は、０．０１～４．０ｃｍ３／ｇの範囲内、特に０．１～３．
０ｃｍ３／ｇの範囲内、好ましくは０．２～２．０ｃｍ３／ｇの範囲内の所定の合計細孔
量を有することが望ましい。７５オングストローム以下の細孔直径を有する細孔の割合は
、少なくとも６５％、特に少なくとも７０％、好ましくは少なくとも７５％であることが
望ましい。
【００５４】
　特に球状活性炭に基づく上述した特性を有する使用される吸着剤粒子は、ドイツ、エル
クラス、ブリュッヒャーゲーエムベーハー、又はドイツ、プレムニッツ、アドソーテック
ゲーエムベーハーから入手可能である。
【００５５】
　本願発明に特別な具体例によれば、本願発明の吸着性構造体及び／若しくはその構造体
を形成する凝集体は、成形品に加工され、特にそれは圧縮成形によって実行される。
【００５６】
　吸着性構造体が、個々の吸着剤粒子のルースベッドと比較して著しく減少した圧力降下
を有することが吸着性構造体の特別な利点である。本願発明の吸着性構造体、特にルース
ベッドの形の吸着性構造体、又は成形品の形の吸着性構造体は、０．２ｍ／ｓの流速で、
最大２００Ｐａ／ｃｍ、特に最大１５０Ｐａ／ｃｍ、好ましくは最大１００Ｐａ／ｃｍ、
より好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、さらに好ましくは最大７０Ｐａ／ｃｍ、最も好まし
くは最大５０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有するものである。ルースベッドの形
、特に成形品の形の本願発明の吸着性構造体は、０．２ｍ／ｓの流速で、５～２００Ｐａ
／ｃｍの範囲内、特に５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ましくは５～１００Ｐａ／ｃｍ
の範囲内、より好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、最も好ましくは１０～８０
Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有するものである。これと比較して、本願
発明の吸着性構造体に使用されるような同様の吸着剤粒子のルースベッドは、０．２ｍ／
ｓの流速で、２００～６００Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有することが
望ましい。
【００５７】
　これによって、本願発明は、粒状若しくは球状吸着剤又は吸着剤粒子だけでなく、有機
重合体の補助を有する他の形の吸着剤、特にバインダー若しくは熱溶融性接着剤も、吸着
性成形品に圧縮成形される時に、例えば比較される粒状若しくは球状吸着剤又は吸着剤粒
子又は裂炭のルースベッドと比較して、大変低い差圧を有する凝集体に変化することがで
きるものである。そのため、本願発明に係る吸着性凝集体は、低い差圧と低い初期漏出の
両方が極めて重要な応用において特に使用することが可能である。
【００５８】
　したがって、本願発明は、多数の利点を有しており、そのいくつかは上述されたもので
あり、さらにいくつかの利点は被限定且つ非決定的な方法において下記に列挙されるもの
である。上述されたように、ルースベッドの形の本願発明による吸着性構造体若しくは凝
集体は、他の吸着性特性、例えば吸着性動力学、吸着能力、初期漏出等を損なうことなし
に、純粋基礎吸着剤粒子と比較して、著しく減少した差圧を有する。
【００５９】
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　さらに、本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体は、良好な機械的安定性と、良好な可
撓性及び圧縮性を結合させるので、本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体は、容易に圧
縮成形することができ、下記に詳細に記載されるように、所望の形状の対応する安定性及
び自己支持吸着性成形品に加工可能である。
【００６０】
　本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体は、大変高いレベルの活性化を提供し、これに
よって大変良好な機械的安定性と結合された基礎吸着剤粒子には大変高い能力を提供する
。凝集体形成は、非凝集性の基礎吸着剤粒子と比較して、非凝集性基礎吸着剤粒子の場合
のような大変高い保有活性化レベルで、機械的安定性において十分な減少を含まない。
【００６１】
　また、本願発明の吸着性構造若しくは凝集体は、基礎吸着剤粒子での大変高い潜在的吸
着能力により、低い吸着質濃度ですら高い吸着性効率を提供する。
【００６２】
　基礎吸着剤粒子の大変高い純表面積によって、大変高い相対湿度が、効率の十分な降下
を結果として生じることは観察されなかった。
【００６３】
　摩耗、摩滅及び荷重下での基礎吸着剤粒子の高い硬度によって、本願発明の吸着性構造
体若しくは凝集体は、少なくとも実質的にダストレスであり、特に呼吸ダスト粒子サイズ
を少なくとも実質的に含有しない。
【００６４】
　さらに、本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体は、基礎粒子の優れた含浸性を保持す
る（例えば、湿潤テストにおいて６０％以上）。
【００６５】
　さらにまた、吸着の高い広域スペクトル有効性は、基礎吸着剤粒子の製造作業の過程で
調整可能な効果的な細孔サイズ分布（例えば、非常に高いマイクロ細孔及びメゾ／マクロ
細孔量の結合）と同様に規則吸着剤粒子の大変良好な浸透性を介して達成される。本願発
明の吸着性構造体若しくは凝集体は、例えば１つの凝集体内でお互いに異なる細孔サイズ
分布を有する吸着剤粒子を結合させることができるので、吸着の広域スペクトル有効性を
著しく改善することができるものである。
【００６６】
　前記圧力降下は、基礎吸着剤粒子直径から凝集体直径までの範囲内の凝集体割合の自由
選択を介して自由に調整可能である。
【００６７】
　上述したように、著しく低い圧力降下が、同様の吸着能力を有する粒状若しくは成形活
性炭と比較して、本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体のルースベッドに関して観察さ
れた。
【００６８】
　善太粋な吸着効率及び全体的な吸着性動力学が、基礎吸着剤粒子サイズの自由選択（例
えば、変更可能な表面／容積比率）を介して、また基礎吸着剤粒子活性化のレベルの自由
選択（例えば、変更可能な細孔サイズ分布）介して、調整可能／制御可能である。
【００６９】
　同様に、ベッド嵩密度及び所定の圧力降下についての能力は、例えば基礎吸着剤粒子サ
イズの自由選択（例えば、変更可能な表面／容積比率）を介して調整可能である。
【００７０】
　高いバッファ容量は、有機重合体成分、特に熱溶融性接着性成分による減少した吸着性
を補償するものであるが、それによって、有機重合体成分によるブロックされない細孔量
には十分ではない。有機重合体の成分による能力損失は、極端に小さい。
【００７１】
　本願発明の第２の様相によれば、本願発明は、吸着剤粒子の凝集体に基づいて本願発明
の吸着性構造体を製造する方法であって、本願発明による吸着性構造体のための本願発明
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の製造方法は：
（ａ）　最初に、粒状、好ましくは球状吸着剤粒子と、熱可塑性有機重合体、特にバイン
ダーの粒子とをお互いに接触させて混合させること、
（ｂ）　そして、結果として生じた混合物を、前記有機重合体の溶融又は軟化温度以上の
温度まで加熱すること、且つ
（ｃ）　最後に、結果として生じた生成物を、前記有機重合体の溶融又は軟化温度より低
い温度まで冷却すること、
からなるものである。
【００７２】
　さらに、前記（ｂ）段階は、所定の時間、特に少なくとも１分間、特に少なくとも５分
間、好ましくは少なくとも１０分間、到達した温度を維持することを具備する。到達した
温度は、１～６００分間の範囲内、特に５～３００分間の範囲内、好ましくは１０～１５
０分間の範囲内の時間、維持されることが望ましい。維持する時間を決定するための基準
は、全体的な処理が単一の温度で実行されること、すべての有機重合体、時にすべての熱
溶融性接着剤が、完全に溶解することである。
【００７３】
　（ｂ）段階の実施の間、特に上述した加熱及び／若しくは維持制御の過程において、混
合を介してエネルギー入力が実行され、このエネルギー入力は、結果として生じる凝集体
サイズを制御するために使用され、この場合、小さい凝集体サイズは、エネルギー入力を
上昇させることで得られる。
【００７４】
　本願発明の方法は、加熱回転チューブ、回転チューブ炉において実行される。回転チュ
ーブの回転速度は、エネルギー入力を制御し、これによって結果として生じる凝集体のサ
イズを制御する。より小さい凝集体のサイズは、回転速度を上昇させることによって得ら
れる。回転チューブを一回ごとの空にすることは、一回ごとに回転速度を変化させること
によって、多様な凝集体サイズ分布を得ることを可能にする。
【００７５】
　本願発明の好ましい実施例において、（ｃ）段階において生じる凝集体は、それに続く
（ｄ）段階において、吸着性成形品に、特に圧縮成形よって加工されることが望ましい。
成形品への加工は、加熱することによって効果が生じ、この場合、有機重合体、特に熱溶
融性接着剤の溶融若しくは軟化温度以下の温度に設定することが望ましく、それによって
対応する凝集体が、分解及び／若しくは崩壊しない。
【００７６】
　本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体のための本願発明の製造方法の範囲内において
、熱可塑性有機重合体、特にバインダー、好ましくは熱溶融性接着剤が、粒子の形で、特
に粒子状若しくは小球状粒子の形で、好ましくは室温及び大気圧で固体粒子の形で使用さ
れることが望ましい。また、有機重合体は、１００～２０００μｍの範囲内、特に１５０
～１５００μｍの範囲内、好ましくは２００～１０００μｍの範囲内の粒子サイズで使用
されることが望ましい。吸着剤粒子に対する有機重合体のサイズ比は、１：１以上、特に
は、１．２５：１以上、好ましくは１．５：１以上、より好ましくは２：１以上、最も好
ましくは３：１以上で選択されることが望ましい。
【００７７】
　本願発明の製造方法の範囲において、有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比は、少な
くとも２：１、特に少なくとも３：１、好ましくは５：１、より好ましくは７：１、最も
好ましくは８：１であることが望ましい。有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比は、２
：１～３０：１の範囲内、特に３：１～２０：１の範囲内、好ましくは４：１～１５：１
の範囲内、より好ましくは５：１～１０：１の範囲内で変化することが望ましい。
【００７８】
　上述したように、使用される有機重合体は、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル
、ポリエーテルエステル及び／若しくはポリウレタン及びそれらの混合物及び共重合体の
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群から選択された重合体に基づく熱可塑性バインダー、特に熱可塑性熱溶融性接着剤であ
ることが望ましい。
【００７９】
　本願発明の方法に関するさらなる詳細について、本願発明の吸着性構造体に関する上記
所見を参照し、本願発明の製造方法に関してそのまま適用することができるものである。
【００８０】
　本願発明の代表的な実施例において、下記する手順が採用される。上述したように、使
用される有機重合体は、いわゆる粉末接着剤の形の熱溶融性接着剤を具備し、この場合、
多様な接着剤が使用可能である。使用される接着剤の粒子サイズは、２００～１０００μ
ｍの範囲内で変化する。高い熱的化学的安定性の接着剤を使用することが望ましい。
【００８１】
　熱可塑性接着剤、特に熱溶融性接着剤を使用することが、特に好ましい。ソフトセグメ
ント（柔軟性成分）も含んでいるポリエステル、ポリアミド若しくはポリウレタンハード
セグメント（分子拘束成分）を有する接着剤を使用することが可能であり、この場合、前
記ソフトセグメントは、ポリエーテル及びポリエステルのクラスから選択されることが望
ましい。代表的な重合体指定は、例えばコポリエステル、又は所定のポルエーテルエステ
ルである。
【００８２】
　上述したように、前記熱溶融性接着剤は、粉末形態で使用されることが望ましい。この
接着剤の粒子サイズ分布は、ベッドにおける吸着剤成分の下方への落下を防止するために
、基礎吸着剤粒子の粒子サイズ分布よりも大きくなければならない。
【００８３】
　上述したように、粉末の接着剤粒子と基礎吸着剤粒子は、最初に回転チューブに充填さ
れてそこで混合され、その混合物が、接着剤の軟化又は溶融温度以上に加熱され、その温
度が所定の時間維持されるものである。この熱処理は、使用される特定の接着剤に依存す
る。機械的な処理、特に回転チューブの回転速度は、凝集体の結果として生じる大きさに
影響を与えるために使用されることが望ましい。
【００８４】
　凝集化は、使用される接着剤の種類に依存する。上述したように、いくつかの所定の接
着剤が原則的に使用される。目標温度は、接着剤の溶融若しくは軟化温度より高くなるか
、溶融若しくは軟化温度の範囲内であるべきである。
【００８５】
　本願発明の方法の過程において廃棄ベッドが目標温度まで加熱されること、全体的な廃
棄ベッドの加熱が完全に達成されるために適切な持続時間が使用されることを確保するた
めに十分な注意を払う必要がある。
【００８６】
　前記目標温度は、本願発明の接着剤の溶融若しくは軟化温度に到達した時点で、温度上
昇の伴う接着剤の粘度の減少が、吸着剤粒子の要求されない細孔封鎖の上昇を生じること
から、できるだけ低い方が望ましい。
【００８７】
　機械的処理、特に回転チューブ反応炉の回転速度は、所望の凝集体サイズ分布に依存す
る。回転速度の上昇は、凝集体サイズ分布への明確な影響を与えるために使用される。こ
の回転速度の上昇は、より小さい凝集体サイズ分布を生じる。
【００８８】
　本願発明の第３の様相によれば、本願発明は、本願発明による吸着性構造体の本願発明
の使用を提供するものである。
【００８９】
　本願発明に係る吸着性構造体は、気体若しくは空気流、又は液体、特に水から有毒物質
、有害物質及び臭気を吸着するために使用される。本願発明の吸着性構造体は、気体、気
体流若しくは気体混合物、特に空気、又は、液体、特に水を浄化若しくは洗浄するために
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使用される。さらに、本願発明の吸着性構造体は、吸着フィルタに使用される。さらにま
た、本願発明の吸着性構造体は、フィルタの製造、特に吸着フィルタの製造に使用される
。また、本願発明の吸着性構造体は、特に圧縮成形による吸着性成形品の製造のために使
用される。さらに、本願発明の吸着性構造体は、気体、特に水素の吸着貯蔵として使用す
ることができるものである。
【００９０】
　本願発明の代表的な実施例において、本願発明の吸着性構造体は、ルースベッドの形で
使用される。しかしながら、それに代わるものとして、本願発明の吸着性構造体は、特に
圧縮成形を介して、それから製造される吸着性製造品の形で使用されることもできる。
【００９１】
　本願発明の使用に関するさらなる詳細については、本願発明の吸着性構造に関する上述
した所見及びその製造方法に関する所見を参照することによって、本願発明の使用に関し
てそのまま適用することができるものである。
【００９２】
　本願発明の第４の様相によれば、本願発明は、上述したように、好ましくはルースベッ
ドの形の吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を具備するフィルタであって、該フィ
ルタが、流速０．２ｍ／ｓで、最大２００Ｐａ／ｃｍ、特に５～２００Ｐａ／ｃｍの長さ
ベースの圧力降下を有するフィルタを提供するものである。特に本願発明のフィルタは、
流速０．２ｍ／ｓで、最大１５０Ｐａ／ｃｍ、特に最大１００Ｐａ／ｃｍ、好ましくは最
大９０Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは７０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは５０Ｐａ／ｃｍの長
さベースの圧力降下を有するものである。さらに、本願発明のフィルタは、流速０．２ｍ
／ｓで、５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、特に５～１００Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ましく
は７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、より好ましくは１０～８０Ｐａ／ｃｍの範囲内の長
さベースの圧力降下を有するものである。
【００９３】
　本願発明のフィルタに関するさらなる詳細については、本願発明の吸着性構造体に関す
る上記所見、その製造方法に関する上記所見及びその使用に関する上記所見を参照し、本
願発明のフィルタに関してそのまま適用することができるものである。
【００９４】
　さらに、本願発明の第５の様相によれば、本願発明は、上述されたような吸着剤粒子の
凝集体に基づいた多様な吸着性構造体から構成された吸着性成形品を提供することにある
。
【００９５】
　本願発明の吸着性成形品は、多様な粒状、好ましくは球状吸着剤粒子を具備する。その
吸着剤粒子は、好ましくは熱可塑性有機重合体、特にバインダーを介して少なくとも部分
的お互いに結合されること、且つ／又は、吸着剤粒子が好ましくは熱可塑性有機重合体、
特にバインダーに結合及び／若しくは接着されることが望ましい。
【００９６】
　本願発明の吸着性成形品は、一体品及び／若しくは一体形態であることが望ましい。本
願発明の吸着性成形品は、所望の幾何学的形態を有することが望ましい。例えば、本願発
明の吸着性成形品は、円筒状、ロッド形状、プレート形状、立体形状、多面体形状等であ
ることが好ましい。
【００９７】
　本願発明の吸着性成形品は、優れた圧力降下を有する。特に、本願発明の吸着性成形品
は、流速０．２ｍ／ｓで、最大２００Ｐａ／ｃｍ、特に最大１５０Ｐａ／ｃｍ、好ましく
は最大１００Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、さらに好ましくは最大７
０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは最大５０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有するもの
である。さらに、本願発明の吸着性成形品は、流速０．２ｍ／ｓで、５～２００Ｐａ／ｃ
ｍの範囲内、特に５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ましくは５～１００Ｐａ／ｃｍの範
囲内、より好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、最も好ましくは１０～８０Ｐａ



(17) JP 2012-508646 A 2012.4.12

10

20

30

40

50

／ｃｍの長さベースの圧力降下を有するものである。
【００９８】
　本願発明の吸着性成形品は、特に上述したような吸着剤粒子の凝集体に基づく本願発明
の吸着性構造体から、本願発明の吸着性構造体を圧縮成形することによって得られるもの
である。
【００９９】
　本願発明の吸着性成形品に関するさらなる詳細については、本願発明の他の様相に関す
る上記所見を参照し、本願発明による吸着性成形品の関してそのまま適用することができ
るものである。
【０１００】
　本願発明の第６の様相によれば、本願発明は、上述したような吸着性成形品の想像方法
を提供するもので、上述したように吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体が、この方
法において圧縮成形される。圧縮成形は、加熱すること、好ましくは有機重合体の溶融若
しくはなんか温度以下の温度まで加熱することによって効果が得られる。圧縮成形は、同
時成形によって効果が得られるものである。
【０１０１】
　本願発明の吸着性成形品の製造方法に関するさらなる詳細については、本願発明の他の
様相に関する上記所見を参照し、本願発明の吸着性成形品に関してそのまま適用すること
ができるものである。
【０１０２】
　本願発明の第７の様相によれば、本願発明は、本願発明の吸着性成形品の使用を提供す
ることにある。
【０１０３】
　本願発明に係る吸着性構造体は、気体若しくは空気流、又は液体、特に水から有毒成分
、有害成分及び臭気成分を吸着するために使用される。さらに、本願発明に係る吸着性構
造体は、気体、空気流若しくは気体混合物、又は液体、特に水の浄化若しくは洗浄するた
めに使用される。さらに、本願発明の吸着性成形品は、吸着フィルタに使用される。本願
発明の吸着性成形品は、フィルタの製造、特に吸着性フィルタの製造に使用される。さら
にまた、本願発明の吸着性成形品は、気体、特に水素の吸着貯蔵に使用されるものである
。
【０１０４】
　本願発明の吸着性成形品に使用に関するさらなる詳細に関しては、本願発明の他の様相
に関する所見を参照し、本願発明のこの様相に関してそのまま適用することができるもの
である。
【０１０５】
　本願発明の第８の様相によれば、本願発明は、本願発明による吸着性成形品を具備する
フィルタを提供するもので、このフィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、最大２００Ｐａ／ｃ
ｍ、より好ましくは５～２００Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有するもの
である。特に、本願発明のフィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、最大１５０Ｐａ／ｃｍ、特
に最大１００Ｐａ／ｃｍ、好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは最大７０Ｐａ
／ｃｍ、最も好ましくは最大５０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有するものである
。さらに、本願発明のフィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内
、特に５～１００Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、よ
り好ましくは１０～８０Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有するものである
。
【０１０６】
　本願発明のフィルタに関するさらなる詳細に関しては、本願発明の他の様相に関する上
記所見を参照し、本願発明のこの様相に関してそのまま適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１０７】
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【図１】図１は、吸着剤粒子の凝集体に基づく本願発明の吸着性構造体の拡大された写真
図を示す。
【図２】図２は、吸着剤粒子の凝集体に基づく本願発明の吸着性構造体の２００倍顕微鏡
拡大図を示す。
【図３】図３は、吸着剤粒子の凝集体に基づく本願発明の吸着性構造体の５００倍顕微鏡
拡大図を示す。
【図４】図４は、本願発明のいろいろな吸着性構造体の［ｍｍ］単位の凝集体サイズと、
流速０．２ｍ／ｓで、［Ｐａ／ｃｍ］単位の長さベースの圧力降下との依存関係を示した
グラフを示す。
【図５】図５は、本願発明のいろいろな吸着性構造体の［ｇ／ｌ］単位のベッド嵩密度と
、流速０．２ｍ／ｓで、［Ｐａ／ｃｍ］単位の長さベースの圧力降下との依存関係を示し
たグラフを示す。
【図６】図６は、凝集体比率として、本願発明のいろいろな吸着性構造体のベッドの時間
依存性漏出曲線を示す。
【図７】図７は、本願発明のいろいろな吸着性構造体の［ｍｍ］単位の凝集体サイズと、
流速０．２ｍ／ｓで、［Ｐａ／ｃｍ］単位の長さベースの圧力降下との依存関係を示した
グラフを示す。
【図８】図８は、本願発明のいろいろな吸着性構造体の［ｇ／ｌ］単位のベッド嵩密度と
、流速０．２ｍ／ｓで、［Ｐａ／ｃｍ］単位の長さベースの圧力降下との依存関係を示し
たグラフを示す。
【図９】図９は、凝集体比率として、本願発明のいろいろな吸着性構造体のベッドの時間
依存性漏出曲線を示す。
【図１０】図１０は、本願発明の吸着性構造体から圧縮成形によって得られる本願発明の
吸着性成形品のひとつの幾何学的形態を示した図である。
【図１１】図１１は、本願発明の吸着性構造体から圧縮成形によって得られる本願発明の
吸着性成形品の別の幾何学的形態を示した図である。
【図１２】図１２は、本願発明の吸着性構造体から圧縮成形によって得られる本願発明の
吸着性成形品の別の幾何学的形態を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【０１０８】
　本願発明の精巧、改良及び変形は、本願発明の範囲を外れることなく本明細書を読み込
むことで、当業者には容易に理解し且つ実現できるものである。
【０１０９】
　また、本願発明は、下記する実施例によって説明されるが、本願発明はこれに限定され
るものではない。
【実施例】
【０１１０】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体及びそれから得られる吸着性成形品の製造が
以下に記載される。
【０１１１】
　本願発明の吸着性構造体若しくは凝集体の製造は、活性炭（ドイツ、エルクラス、ブリ
ュッヒャーゲーエムベーハー若しくはドイツ、プレムニッツ、アドソーテックゲーエムベ
ーハーから入手可能である）に基づく球状吸着剤粒子をお互いに接触させ、また２００μ
ｍ～１０００μｍの範囲内の粒子径を有する熱可塑性熱溶融接着剤（例えば、スイス、Ｅ
ＭＳ－グリルテック、ＥＭＳ－ケミーアーゲーから入手可能なコポリエステル熱溶融接着
剤）をお互いに接触させ、それらを回転チューブ内で混合させ、そこでその熱溶融接着剤
の溶融若しくは軟化温度以上に加熱され、所定時間この温度がそこで維持され、その後、
その生成物が、その熱溶融接着剤の溶融若しくは軟化温度以下の温度まで冷却されるとい
う手順を踏むものである。本願発明のために最適な熱溶融性接着剤は、例えば下記する特
性を有することが望ましい：溶融範囲：１１８～１２３℃、溶融粘度：３５０ｍＰａｓ、
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積層温度：１２０～１５０℃、耐熱：１００℃まで、耐洗浄：７５℃まで。
【０１１２】
　本願発明の方法は、加熱可能回転チューブにおいて、エネルギー入力を制御し、これに
よって回転チューブの回転速度を介して凝集体の結果として生じる大きさを制御すること
によって実行される。
【０１１３】
　結果として生じる本願発明の凝集体が、以下に分析され、評価される。本願発明の吸着
性構造体の最適な例が図１乃至３において示される。この方法において得られる吸着性構
造体若しくは凝集体は、使用される熱溶融性接着剤の溶融若しくは軟化温度以下に加熱さ
れることによる成形と同時に行われる圧縮成形によって、本願発明による吸着性成形品に
加工される。本願発明による吸着性成形品が結果して生じる。適当な例が、図１０乃至１
２に示される。
【０１１４】
　凝集体１の製造の一例
【０１１５】
　開始材料：
・　基礎吸着剤粒子；球状活性炭、多分散系、微細、粒子サイズ＜０．３１５ｍｍ
・　熱可塑性熱溶融接着剤、粒子サイズ２００～１０００μｍ
・　接着剤使用重量比：１：５（接着剤：基礎粒子）
・　目標温度：Ｔ＝１７５℃
・　目標温度の達成後の維持時間：ｔ＝３０分
・　回転チューブ反応炉回転速度：ｎ＝１ｒｐｍ
【０１１６】
　下記する表１は、形成された凝集体に関して、例として重量比の接着剤含有量と、重量
比のブタン吸着量を報告するものである。サンプルテストは、重複して実施される。
【０１１７】
【表１】

 
【０１１８】
　形成された凝集体は、下記する画分に分割される。
・　０．６～１．０ｍｍ　　（凝集体Ｉ）
・　０．８～１．２５ｍｍ　（凝集体ＩＩ）
・　１．２５～２．５ｍｍ　（凝集体ＩＩＩ）
【０１１９】
　下記する表２は、篩に掛けられた凝集体の測定された値を例として示している。
【０１２０】
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【０１２１】
　図４及び５による図は、凝集体サイズに対する圧力降下の変化を示した図であり（図４
）、且つ、接着剤成分を有する嵩密度に対する圧力降下の変化を示した図である（図５）
。
【０１２２】
　図６による図は、本願発明のサイズの異なるいろいろな凝集体の漏出曲線（トルエン）
を示した図である（流速:V=0.1m/s；初期濃度ｃ＝トルエンの80ppm；相対湿度５０％；温
度Ｔ＝２３℃；ベッド高さｈ＝２０ｍｍ）。
【０１２３】
　下記する表３は、例として、従来の活性炭フィルタと比較した漏出曲線の測定された結
果とパラメータを示すものである。凝集体サイズで異なっている本願発明の凝集体のベッ
ド（０．３１５ｍｍより小さい凝集した基礎吸着剤粒子）が、従来の活性炭粒子のベッド
（比較サンプル；粒子径：０．８～１．７ｍｍ）と比較される。
【０１２４】
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【表３】

 
【０１２５】
凝集体２の製造の一例
【０１２６】
　開始材料：
・　基礎吸着剤粒子；球状活性炭、多分散系、コース、粒子サイズ０．５６－０．７１ｍ
ｍ
・　熱可塑性熱溶融接着剤、粒子サイズ５００～１０００μｍ
・　接着剤使用重量比：１：１０（接着剤：基礎粒子）
・　目標温度：Ｔ＝１７５℃
・　目標温度の達成後の維持時間：ｔ＝３０分
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・　回転チューブ反応炉回転速度：ｎ＝１ｒｐｍ
【０１２７】
　下記する表４は、形成された凝集体に関して例として重量比の接着剤含有量と、重量比
のブタン吸着量を示している。サンプルテストは、重複して実行される。
【０１２８】
【表４】

 
【０１２９】
　形成された凝集体は、下記する画分に分割される。
・　０．６～１．０ｍｍ　　（凝集体Ｉ’）
・　０．８～１．２５ｍｍ　（凝集体ＩＩ’）
・　１．２５～２．５ｍｍ　（凝集体ＩＩＩ’）
【０１３０】
　下記する表５は、篩に掛けられた凝集体の測定された値を例として示している。
【０１３１】
【表５】

 
【０１３２】
　図７及び８による図は、凝集体サイズに対する圧力降下の変化を示した図であり（図７
）、且つ、接着剤成分を有する嵩密度に対する圧力降下の変化を示した図である（図８）
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。
【０１３３】
　図９による図は、本願発明のサイズの異なるいろいろな凝集体の漏出曲線（トルエン）
を示した図である（流速:V=0.1m/s；初期濃度ｃ＝トルエンの80ppm；相対湿度５０％；温
度Ｔ＝２３℃；ベッド高さｈ＝２０ｍｍ）。
【０１３４】
　下記する表６は、例として、従来の活性炭フィルタと比較した漏出曲線の測定された結
果とパラメータを示すものである。凝集体サイズで異なっている本願発明の凝集体のベッ
ド（０．５６～０．７１ｍｍの範囲内の凝集した基礎吸着剤粒子）が、従来の活性炭粒子
のベッド（比較サンプル；粒子径：０．８～１．７ｍｍ）と比較される。
【０１３５】
【表６】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１】

【図２】
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【図１０】

【図１１】
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【図１２】

【手続補正書】
【提出日】平成22年10月5日(2010.10.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体において、
　個々の凝集体が、それぞれ多様な粒状、特に球状吸着剤粒子を有すること、
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体を介してお互いに結合される、及び
／若しくは、個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体に結合及び／若しくは接
着されること、
　前記有機重合体が、前記凝集体の少なくとも1つのコアを形成すること、及び、前記吸
着剤粒子が、有機重合体の1つ以上のコアに配置及び／若しくは取り込まれること、
　個々の凝集体が、それぞれ有機重合体の1つ以上のコアを具備すること、有機重合体の
コアが、１００～２０００μｍの範囲内の大きさを有すること、及び、個々の吸着剤粒子
に対する有機重合体のコアのサイズ比が、少なくとも１．２５：１であることを特徴とす
る吸着性構造体。
【請求項２】
　前記有機重合体、特にバインダーのコアは、１００～２０００μｍの範囲内、特に１５
０～１５００μｍの範囲内、好ましくは２００～１０００μｍの範囲内の大きさを有する
こと、且つ／又は、個々の吸着剤粒子に対する有機重合体、特にバインダーのコアのサイ
ズ比は、少なくとも１：１、特に少なくとも１．２５：１、好ましくは少なくとも１．５
：１、より好ましくは少なくとも２：１、最も好ましくは少なくとも３：１であることを
特徴とする請求項１記載の吸着性構造体。
【請求項３】
　個々の凝集体が、それぞれ少なくとも５個の吸着剤粒子、特に少なくとも１０個の吸着
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剤粒子、好ましくは少なくとも１５個の吸着剤粒子、より好ましくは少なくとも２０個の
吸着剤粒子を具備すること、且つ／又は、個々の凝集体が、それぞれ５０個までの吸着剤
粒子、特に７５個までの吸着剤粒子、好ましくは１００個まで若しくはそれ以上の吸着剤
粒子を具備すること、且つ／又は、
　個々の凝集体が、少なくとも２：１、特に少なくとも３：１、好ましくは少なくとも５
：１、より好ましくは少なくとも７：１、最も好ましくは少なくとも８：１の凝集体毎の
有機重合体に対する吸着剤粒子の重量比を有すること、且つ／又は、個々の凝集体が、２
：１～３０：１の範囲内、特に３：１～２０：１の範囲内、好ましくは４：１～１５：１
の範囲内、より好ましくは５：１～１０：１の範囲内の凝集体毎の有機重合体に対する吸
着剤粒子の重量比を有することを特徴とする請求項１又は２記載の吸着性構造体。
【請求項４】
　個々の凝集体が、自己支持形態であること、且つ／又は、
　前記個々の凝集体が、粒子形状をしており、０．０１～２０ｍｍの範囲内、特に０．０
５～１５ｍｍの範囲内、好ましくは０．１～１０ｍｍの範囲内、より好ましくは０．２～
７．５ｍｍの範囲内、最も好ましくは０．５～５ｍｍの範囲内の粒子サイズ、特に粒子直
径を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項５】
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、それらの表面積の最大５０％、特に最大４０％、好まし
くは最大３０％、より好ましくは２０％まで有機重合体で覆われているかコートされてい
ること、且つ／又は、
　前記吸着剤粒子が、多孔性構造を有すること、且つ／又は、吸着剤粒子が粒状、特に球
状形状をしていること、且つ／又は
　前記吸着剤粒子が、０．０１～２ｍｍの範囲内、特に０．０５～１．５ｍｍの範囲内、
好ましくは０．１～１ｍｍの範囲内のメジアン粒子サイズ、特にメジアン粒子径（Ｄ５０
）を有することを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項６】
　前記吸着剤粒子が、活性炭；ゼオライト；無機酸化物、特に二酸化珪素、シリカゲル及
び酸化アルミニウム；分子篩；ミネラル粒子；クラスレート；有機金属骨格物質（ＭＯＦ
ｓ）及びそれらの混合物の群から選択される材料、特に活性炭からなること、且つ／又は
、前記吸着剤粒子が、粒状、特に球状活性炭から形成されることを特徴とする請求項１～
５のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項７】
　前記吸着性構造体、特にルースベッドの形の吸着性構造体、又は成形品の形の吸着性構
造体が、０．２ｍ／ｓの流速で、最大２００Ｐａ／ｃｍ、特に最大１５０Ｐａ／ｃｍ、好
ましくは最大１００Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、さらに好ましくは
最大７０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは最大５０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有す
ること、且つ／又は、ルースベッドの形、特に成形品の形の吸着性構造体が、０．２ｍ／
ｓの流速で、５～２００Ｐａ／ｃｍの範囲内、特に５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ま
しくは５～１００Ｐａ／ｃｍの範囲内、より好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内
、最も好ましくは１０～８０Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有することを
特徴とする請求項１～６のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を製造
する方法において、
　（ａ）　最初に、粒状、特に球状吸着剤粒子と、熱可塑性有機重合体、特にバインダー
の粒子とを接触させて混合すること、
　（ｂ）　結果として生じる混合物が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度以上の温
度まで加熱されること、
　（ｃ）　結果として生じる生成品が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度より低い
温度まで冷却されることを特徴とする方法。
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【請求項９】
　前記（ｂ）段階が、所定の時間、特に少なくとも１分間、特に少なくとも５分間、好ま
しくは少なくとも１０分間、到達した温度を維持することを具備すること、且つ／又は、
到達した温度が、１～６００分間の範囲内、特に５～３００分間の範囲内、好ましくは１
０～１５０分間の範囲内の時間、維持されること、且つ／又は、
　前記（ｂ）段階の実施の間、特に上述した加熱及び／若しくは維持制御の過程において
、混合を介してエネルギー入力が実行され、このエネルギー入力が、結果として生じる凝
集体サイズを制御するために使用されることを特徴とする請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　該方法が、加熱回転チューブ、回転チューブ炉において実行され、該回転チューブの回
転速度が、エネルギー入力を制御し、これによって結果として生じる凝集体のサイズを制
御すること、且つ／又は、
　前記（ｃ）段階において生じる凝集体は、それに続く（ｄ）段階において、吸着性成形
品に、特に圧縮成形よって加工され、該成形品への加工は、前記有機重合体の溶融若しく
は軟化温度以下の温度まで加熱することによって達成されることを特徴とする請求項８又
は９に記載の方法。
【請求項１１】
　気体若しくは空気流から、又は、液体、特に水から、有毒成分、有害成分及び臭気成分
を吸着するために請求項１～７のいずれか１つに記載された吸着剤粒子の凝集体に基づく
吸着性構造体を使用すること。
【請求項１２】
　気体、特に水素を吸着貯蔵するものとして、請求項１～７のいずれか１つに記載された
吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を使用すること。
【請求項１３】
　吸着剤隆之の凝集体に基づく吸着性構造体が、ルースベッドにおいて使用されることを
特徴とする請求項１１又は１２に記載の使用。
【請求項１４】
　ルースベッドの形で請求項１～２４のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づ
く吸着性構造を具備するフィルタであって、該フィルタが流速０．２ｍ／ｓで、最大２０
０Ｐａ／ｃｍ、特に５～２００Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有すること、且つ／
又は、
　該フィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、最大１５０Ｐａ／ｃｍ、特に最大１００Ｐａ／ｃ
ｍ、好ましくは最大９０Ｐａ／ｃｍ、より好ましくは７０Ｐａ／ｃｍ、最も好ましくは５
０Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有すること、且つ／又は、
　該フィルタは、流速０．２ｍ／ｓで、５～１５０Ｐａ／ｃｍの範囲内、特に５～１００
Ｐａ／ｃｍの範囲内、好ましくは７．５～９０Ｐａ／ｃｍの範囲内、より好ましくは１０
～８０Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下を有することを特徴とするフィルタ。
【請求項１５】
　請求項１～７のいずれか1つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく多様な吸着性構造体
から構成されることを特徴とする吸着性成形品。
 
【手続補正書】
【提出日】平成23年11月15日(2011.11.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　さらに、本願発明は、本願発明に係るこれら吸着性構造体を製造する方法を提供するこ
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とにある。さらに、本願発明のこの様相の利益的な発展及び具体化が、特に従属する方法
の請求項の主題である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　さらにまた、本願発明は、本願発明に係る吸着性構造体の本願発明の使用を提供するこ
とにある。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　また、本願発明は、フィルタを提供するものであり、該フィルタは、本願発明の吸着性
構造体を具備するものであり、さらに、本願発明によるフィルタの利益的な発展及び具体
化は、その従属請求項の主題である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体において、
　個々の凝集体が、それぞれ多様な粒状、特に球状吸着剤粒子を有すること、
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体を介してお互いに結合される、及び
／若しくは、個々の凝集体の吸着剤粒子が、熱可塑性有機重合体に結合及び／若しくは接
着されること、
　前記有機重合体が、前記凝集体の少なくとも1つのコアを形成すること、及び、前記吸
着剤粒子が、有機重合体の1つ以上のコアに配置及び／若しくは取り込まれること、
　個々の凝集体が、それぞれ有機重合体の1つ以上のコアを具備すること、有機重合体の
コアが、１００～２０００μｍの範囲内の大きさを有すること、及び、個々の吸着剤粒子
に対する有機重合体のコアのサイズ比が、少なくとも１．２５：１であることを特徴とす
る吸着性構造体。
【請求項２】
　前記有機重合体、特にバインダーのコアは、１５０～１５００μｍの範囲内の大きさを
有すること、且つ／又は、個々の吸着剤粒子に対する有機重合体、特にバインダーのコア
のサイズ比は、１．５：１であることを特徴とする請求項１記載の吸着性構造体。
【請求項３】
　個々の凝集体が、それぞれ少なくとも５個の吸着剤粒子から１００個まで若しくはそれ
以上の吸着剤粒子を具備することを特徴とする請求項１又は２記載の吸着性構造体。
【請求項４】
　個々の凝集体が、２：１～３０：１の範囲内の凝集体毎の有機重合体に対する吸着剤粒
子の重量比を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか1つに記載の吸着性構造体
。
【請求項５】
　個々の凝集体が、自己支持形態であること、且つ／又は、
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　前記個々の凝集体が、粒子形状をしており、０．０１～２０ｍｍの範囲内の粒子サイズ
、特に粒子直径を有することを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載の吸着性構
造体。
【請求項６】
　個々の凝集体の吸着剤粒子が、それらの表面積の最大５０％、特に最大４０％、好まし
くは最大３０％、より好ましくは２０％まで有機重合体で覆われているかコートされてい
ることを特徴とする請求項１～５のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項７】
　前記吸着剤粒子が、活性炭；ゼオライト；無機酸化物、特に二酸化珪素、シリカゲル及
び酸化アルミニウム；分子篩；ミネラル粒子；クラスレート；有機金属骨格物質（ＭＯＦ
ｓ）及びそれらの混合物の群から選択される材料、特に活性炭からなること、且つ／又は
、前記吸着剤粒子が、粒状、特に球状活性炭から形成されることを特徴とする請求項１～
６のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項８】
　前記吸着性構造体、特にルースベッドの形の吸着性構造体、又は成形品の形の吸着性構
造体が、０．２ｍ／ｓの流速で、５～２００Ｐａ／ｃｍの範囲内の長さベースの圧力降下
を有することを特徴とする請求項１～７のいずれか１つに記載の吸着性構造体。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく吸着性構造体を製造
する方法において、
　（ａ）　最初に、粒状、特に球状吸着剤粒子と、熱可塑性有機重合体、特にバインダー
の粒子とを接触させて混合すること、
　（ｂ）　結果として生じる混合物が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度以上の温
度まで加熱されること、
　（ｃ）　結果として生じる生成品が、前記有機重合体の溶融若しくは軟化温度より低い
温度まで冷却されることを特徴とする方法。
【請求項１０】
　ルースベッドの形で請求項１～８のいずれか１つに記載の吸着剤粒子の凝集体に基づく
吸着性構造を具備するフィルタであって、該フィルタが流速０．２ｍ／ｓで、最大２００
Ｐａ／ｃｍ、特に５～２００Ｐａ／ｃｍの長さベースの圧力降下を有することを特徴とす
るフィルタ。
【請求項１１】
　請求項１～８のいずれか１つに記載の吸着剤隆之の凝集体に基づく多様な吸着性構造体
から構成されることを特徴とする吸着性成形品。
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